
尼崎市武庫之荘８丁目１０８番

戸建住宅地

一般住宅のほかにマ
ンション等も見られ
る既成住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 40 40 戸建住宅地

-

１中専(70,200)
準防

尼崎市内の利便性や住環境良好な住宅地域の需要は堅調であり、
新型コロナウイルス感染症による影響は見られないが注視は必
要である。

一般住宅のほかにマンション等も見られる住宅地域に存し、バ
ス圏だが人気の武庫之荘駅勢圏に存し、地価はやや上昇傾向に
ある。

個別的要因に変動はない。

一般住宅のほかにマンション等も見られる既成住宅地域にあって、自用目的の取引が中心である。周辺では共同住宅等も
見られるが、基準地の地積及び間口・奥行等の関係から、経済合理的な経営が可能となる賃貸住宅の建設が困難と判断し
たため、収益還元法の適用は断念した。よって、居住の快適性等が重視される住宅地域であることから、地価公示標準地
及び指定基準地との検討を踏まえた上、実証的な比準価格をもって、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅のほかにマンション等も見られる既成住宅地域に存し、周辺では農地の住宅地転用が散見されるなど、今後も住
宅地域として成熟していくものと予測する。地価は若干の上昇基調にて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 187,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

188,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 18

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

0.0

+7.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅北西
1.9km

阪急武庫之荘
1.9km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北、　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「武庫之荘８－１２－１８」

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

188,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

193,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

101.7 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

188,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

+35.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

138.9 ］

101.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

35,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 188,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市北部における阪急神戸本線沿線を中心とした住宅地域である。主な需要者は、同沿線沿いの市内居
住者が多くを占め、周辺他市からの転入も見られる。一般住宅のほかにマンション等も見られる既成住宅地域に存し、バ
ス圏ではあるが武庫之荘駅勢圏に存することから一次取得者層等からの需要は底堅く、地価はやや上昇傾向にある。需要
の中心価格帯は、画地規模にばらつきがあるが、基準地と同程度の規模の土地で３，５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所神戸支社

石川 太朗



尼崎市大庄西町４丁目１５７番１

戸建住宅地

小規模住宅が密集す
る中に、共同住宅も
見られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 15 15 0 戸建住宅地

-

１住居(70,160)
準防

新型コロナ禍による市況の停滞から回復傾向にあり、住宅地域で
は横ばいから若干の上昇、商業系地域では概ね上昇傾向にある。

小規模住宅が密集する地域であるが、最寄駅へは徒歩圏にあり、
地価は横ばいから微増で推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、自己の居住を目的とした取引が中心であり、標準地は画地規模が小さく、経済合理的な経営が可能となる賃貸
共同住宅を想定することが困難である。よって最有効使用及び市場参加者の観点から、収益還元法は規範性に乏しいため試
算しなかった。居住の快適性を重視する住宅地域であるので、実証的な取引事例比較法により試算を行い、豊富な事例に基
づく比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

小規模住宅が密集する中に、共同住宅も見られる住宅地域で、当分の間、現状のまま推移すると予測される。地価動向は横
ばいから若干の上昇傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 155,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

156,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 26

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

-3.0

-7.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎センタープー
ル前駅北西方
850m

阪神尼崎センタープール
前
850m

(8)

北4m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,160)

特記すべき事項はない 基準方位北、　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「大庄西町４－１０－６－１」

②地積

（㎡）

72

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

5.5  ｍ、　奥行　約 13.5  ｍ、　規模 75  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

156,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

96.6 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

11,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 156,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市内の阪神本線沿線地域である。近隣地域は相応に年数を経た住宅地域で、尼崎市内の居住者が需要者
の中心であり、周辺市からの流入は少ない。市内の需要は回復傾向にあるものの、選好性は相対的にやや弱く、地価は横ば
いから微増で推移している。土地は１，２００万円程度、新築の戸建住宅で２，５００～２，８００万円程度が需要の中心
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

不動産鑑定士氏名

大和不動産鑑定株式会社

石井 隆介



尼崎市富松町３丁目２２０番２外

戸建住宅地

中小規模一般住宅と
共同住宅が混在する
住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 25 30 25 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

景気は、新型コロナで厳しい状況のなか持ち直しの動きがみられ、
尼崎市の地価は概ね横這いだが、一部上昇や若干の下落が認めら
れる。

地域要因に特別な変動は見られないが、比較的人気のある住宅地
であり、地価は微増傾向にある。

個別的要因の変動は特に認められない。

近隣地域は戸建住宅を中心とした住宅地域で、市場においては自己居住用不動産の取引が中心となるため、比準価格の規範
性は高い。また、対象基準地は最寄駅から離れており、対象基準地の画地規模では経済合理的な賃貸住宅の建設ができない
ため、収益還元法の適用は断念した。よって、比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は低層住宅地域として成熟しており、今後も現状の状態で推移して行くと思われる。地価は大きな変動は認められ
ないが、周辺地域の建売物件の画地規模が小さくなっている。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 215,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

216,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+7.0

+14.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅北西
1.8km

阪急塚口
1.8km

(8)

東5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「富松町３－３６－２２」

②地積

（㎡）

232

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 220 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

216,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

266,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

120.7 ］

100［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

215,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+7.0

+16.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

122.9 ］

101.5［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 3日令和 4年 7月 1日

50,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 216,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

170,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市内の住宅地域の中でも、阪急沿線に広がる尼崎市北部の住宅地域が中心である。需要者は尼崎市及び
その周辺に居住する二次取得者が多い。最寄り駅からやや遠いが居住環境が良好であり、住宅地の需要は底堅い。近年周辺
では細分化の傾向が見られ、新築建売は土地１００㎡弱で４，０００万弱が中心である。また中古住宅は３，０００万円前
後が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第2

業者名

印不動産鑑定士氏名

富山不動産鑑定

富山　有治



尼崎市武庫之荘４丁目８９番

低層住宅地

中規模の一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 120 40 低層住宅地

-

１低専(60,150)
地区計画等

市の人口は微減傾向で推移。市域全体での宅地需要は安定してい
るが、優良住宅地の需要は増加傾向で、地価はやや上昇している。

地域要因に大きな変動はないが、駅徒歩圏の需要は根強く、地価
はやや上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺には賃貸マンション等も見られるが、収益目的での取引は殆ど無く、専ら自己利用目的の取引が中心である。
収益価格を試算したが、土地価格に見合う賃料水準が形成されておらず、また、低層住宅地域で延床面積等の制限もあり、
試算価格は低位に求められた。収益性よりも居住の快適性が重視される住宅地域であることから、収益価格は参考に留め、
比準価格を標準に、周辺標準地及び指定基準地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模戸建住宅を中心とした住宅地域で良好な住環境を形成しており、今後も現環境を維持するものと予測する。武庫之荘
駅徒歩圏の宅地需要は多く、地価は若干上昇している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 290,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

291,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅北西
820m

阪急武庫之荘
820m

(8)

西6m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「武庫之荘４－８－７」

②地積

（㎡）

370

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.5  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

292,000 円／㎡

156,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

339,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.7％ ％

113.4 ］

100.3［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

293,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

89.0 ］

101.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

108,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 292,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

235,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は武庫之荘エリアをはじめとする阪急沿線で、尼崎市北部の住環境の良い住宅地域である。需要者は高所得者層
が多く、中規模の戸建住宅が建ち並ぶ良好な住環境から、市内のみならず市外からの転入も認められる。市内では優良住宅
地としての選好性は高く、地価は上昇傾向で推移している。需要の中心となる価格帯については、画地規模によってばらつ
きがあるが、土地単価で１００万円／坪程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

森本不動産鑑定

森本光弘



尼崎市名神町３丁目３０番

戸建住宅地

中規模一般住宅のほ
かに共同住宅等も見
られる住宅地域

19

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 20 50 低層住宅地

-

１住居(70,200)
準防

尼崎市内の人口は変動幅が小さく微減傾向で推移している。住宅
地の需要は利便性等の優劣によって幾分の相違が見られる。

既成の住宅地域であり、地域要因に大きな変動はない。最寄り駅
からやや離れているが、周辺には一通りの生活利便施設が揃って
いる。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は自用目的の取引が中心である。また、画地規模等を踏まえると経済合理的な賃貸住宅の経営
が困難なため収益還元法の適用は断念した。比準価格は同一需給圏内で実際に売買された不動産の取引価格を基礎とし、市
場性が反映された実証性の高い価格と判断する。したがって、比準価格を採用し、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ
て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅のほかに共同住宅等も見られる住宅地域であり、地域要因に大きな変動はなく現状を維持するものと予測す
る。需給は均衡して、地価は概ね横ばいで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 178,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

179,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 41

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

+3.0

-7.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅南東方
1.8km

阪急塚口
1.8km

(8)

東8m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北、　
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「名神町３－６－２１」

②地積

（㎡）

100

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

178,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

160,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

89.2 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

178,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+3.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

188,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.0 ］

100.5［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

17,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 178,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市中部で、阪急神戸本線、ＪＲ東海道本線沿線を中心に他の沿線の一部を含む住宅地域である。需要者は
地元の居住者のほか圏外からの転入者も見られ、一次取得者層の住宅購入や中高年層の住み替え等が中心である。類似地域
内の需給動向は、最寄り駅からやや離れているものの、周辺には一通りの生活利便施設が揃っている既成住宅地域であり、
需給は概ね安定している。中心価格帯は、土地で１，５００万円から２，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



尼崎市塚口町５丁目２０番１４

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
建ち並ぶ既成住宅地
域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 50 20 20 戸建住宅地

-

１低専(60,150)

尼崎市の人口はほぼ横這い、世帯数は微増。住宅地域への需要は
武庫之荘・塚口エリアは根強く、他のエリアは概ね横這い。

駅徒歩圏にある住環境が良好な住宅地域で根強い需要があり、地
価はやや上昇で推移。

個別的要因に変動はない。

後記３、（３）記載理由により収益価格は試算していない。快適性を重視する住宅地域であるため、自己使用目的で取引さ
れ、取引価格の水準を指標に価格決定されることが一般的と認められる。したがって、比準価格をもって鑑定評価額を上記
の通り決定した。なお、下記標準地・指定基準地とは均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ既成住宅地域で、今後とも現状の住環境を維持するものと予測する。根強い需要があり、地価水
準はやや上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 257,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

260,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 37

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+5.0

+7.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅西方
900m

阪急塚口
900m

(8)

北4m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

155

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

261,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

295,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.6％ ％

114.6 ］

100.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

261,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

99.9 ］

101.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

40,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 261,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね尼崎市北部の阪急神戸本線及び同伊丹線並びにＪＲ福知山線沿線の住宅地域。需要者の中心は尼崎市内の
居住者で、他市からの転入もある。駅徒歩圏に位置し住環境も良好であるため選好性が高く、根強い需要がある。また新型
コロナによる地価への影響は見られない。対象基準地と同規模の土地は４，０００万円程度、新築建売住宅は５，０００～
６，０００万円が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

竹内 雅司郎



尼崎市田能５丁目７１５番１３外

戸建住宅地

一般住宅に、マンシ
ョン、店舗、駐車場
等が混在する住宅地
域

13

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 20 30 戸建住宅地

-

１中専(70,200)
準防

尼崎市内では新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に落ち着き
を取り戻しているが、先行き不透明感が完全に払拭されたとは言
えない。

特筆すべき要因変化はない。

個別的要因の変動は特にない。

対象基準地の周辺では一般住宅のほか、賃貸マンション等の収益物件も散見されるが、総じて自用目的での取引が中心であ
る。対象基準地の地積及び間口・奥行の関係等から、採算性の見込める賃貸住宅の建築は困難と認められ、収益価格を試算
する意義は乏しいと判断し、収益還元法の適用を断念した。このようなことから、信頼度の高い複数の取引事例から試算さ
れた比準価格を標準に、標準地・指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

地域要因に格別の変動はなく、当分の間、概ね現状を維持するものと予測する。地価は横ばいないしやや上昇傾向で推移す
るものと予測するが、先行き不透明感を完全に払拭することはできない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 124,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

125,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 17

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+7.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ猪名寺駅北東
1.1km

ＪＲ猪名寺
1.1km

(8)

北西5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北　　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「田能５－３－２６」

②地積

（㎡）

99

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

125,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

141,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

109.1 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

125,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+66.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

207,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

167.7 ］

101.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 18日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

12,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 125,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

99,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ福知山線及び阪急神戸本線沿線を中心とした尼崎市北東部の圏域。主な需要者は尼崎市及び周辺諸都市の
居住者であり、これらの者が需要の大半を占めている。一般住宅に、マンション、店舗、駐車場等がみられる住宅地域であ
るが、最寄り駅への接近性はやや劣る。地価は横ばいないしやや上昇傾向で推移している。需要の中心価格帯は、土地で１
０００～１５００万円程度、新築建売住宅は３０００万円台の物件である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社小林エステイト

長谷川大輔



尼崎市金楽寺町２丁目３０６番

戸建住宅地

小規模一般住宅にア
パ－ト等が混在する
住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 20 20 低層住宅地

-

１住居(70,200)
準防

尼崎市においては、人口は微減傾向にあり、個人消費の持ち直し
の動きは鈍く、雇用・所得環境も厳しい状況が継続している。

最寄り駅からはやや離れているが、生活利便性の高い地域での需
要は比較的堅調で、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸アパート等の収益物件も見られるが、標準的な画地規模が小さいことなどから市場性のある共同住宅の想定が
困難であり、また経済合理的に戸建住宅の賃貸事業が成り立つ地域ではないため収益価格は試算しなかった。従って、標準
地及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

当該地域は小規模一般住宅、アパート等が混在する住宅地域で、今後とも現状を維持するものと予測する。最寄り駅から徒
歩圏にあるため需要は概ね堅調であり、地価は上昇傾向で推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 174,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

175,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 21

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ尼崎駅南西
1.1km

ＪＲ尼崎
1.1km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北、　　
　６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「金楽寺町２－１５－２６」

②地積

（㎡）

66

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

175,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

163,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

92.0 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0

0.0

方位

形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

174,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-4.0

-11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.1 ］

100.6［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

11,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 175,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ東海道本線・阪神本線沿線で、概ね尼崎市南部の住宅地域。需要者は尼崎市及び隣接市居住者が中心とな
っている。最寄り駅からはやや離れているが、生活利便性の高い地域であることから、需要は概ね堅調である。土地は１０
０㎡未満で１，０００～１，５００万円程度、新築の戸建物件は３，０００万円台前半が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

澤田不動産鑑定士事務所

澤田良一



尼崎市大庄川田町２８番１

戸建住宅地

住宅、アパート、事
業所等の混在する住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 40 15 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

尼崎市の住宅地の不動産市場は概ねコロナ前の状況に戻っており、
居住環境や利便性の良好な地域を中心に若干の上昇傾向が認めら
れる。

周辺に商業施設が増加し利便性が向上しており、地価は若干の上
昇に転じている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅を中心として賃貸アパートも見られる住宅地域であるが、市場においては自己居住用不動産の取引が中
心となるため比準価格の規範性は高い。また、対象基準地は地積が小さく経済合理的な賃貸住宅の建設ができないため収益
還元法は適用できなかった。よって、比準価格を採用し、同一地点の公示価格との均衡にも留意の上、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住宅を中心に事業所等も混在する住宅地域として概ね熟成しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。周辺に商
業施設が増加し利便性が向上しており、当面地価は堅調に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 155,000円／㎡

公示価格 155,000円／㎡

標準地番号 尼崎 26-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

156,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 26

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎センタープー
ル前駅北
1.2km

阪神尼崎センタープール
前
1.2km

(8)

南8m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北、
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

110

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

156,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6 +0.6％ ％

100 ］

100.6［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

17,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 156,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市及びその周辺の住宅地域であるが、尼崎市の南西部、阪神本線沿線に広がる住宅地域が中心となる。需
要者は尼崎市内居住者が中心で、手頃な価格の戸建住宅を求める一次取得者が多い。一時期低迷した不動産市場はコロナ前
の状況に戻っており、周辺に商業施設が増加し利便性が向上しているため、地価は若干の上昇に転じている。土地は１，５
００万円～２，０００万円程度、新築建売住宅は３，０００万円台半ばが取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

小杉不動産鑑定士事務所

小杉正樹



尼崎市御園３丁目７１番２１

戸建住宅地

小規模一般住宅の建
ち並ぶ住宅地域

13

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 40 30 30 戸建住宅地

-

１住居(70,200)
準防

新型コロナウィルス感染症拡大による市況の停滞から回復傾向に
あり、住宅地域では若干の上昇、商業系地域では上昇傾向にある。

最寄り駅から徒歩圏にあり、生活利便性も高い地域であるため需
要は比較的堅調で、地価は若干の上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、自己の居住を目的とした取引が中心である。市場の特性及び対象地の規模
に鑑みると経済合理的な賃貸経営が困難であると判断し、収益還元法の適用は断念した。以上より、現実の取引市場を反映
した実証的な価格である比準価格を採用し、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

小規模一般住宅を中心とする住宅地域で、地域要因に変動はなく、今後も現状を維持して推移するものと予測する。総額の
観点から需要は底堅く、地価は若干の上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 161,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

163,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ塚口駅東方
1km

ＪＲ塚口
1km

(8)

西5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 基準方位　北　５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「御園３－２２－２２」

②地積

（㎡）

81

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

164,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

179,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.9％ ％

109.2 ］

100.5［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

163,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

207,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

128.0 ］

100.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

13,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 164,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ福知山線及び阪急神戸本線沿線の住宅地域で、概ね尼崎市北東部の圏域である。需要者の中心は、尼崎
市内及び周辺市居住の一次取得者層である。幹線道路背後の小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、総額面から需要は堅調
に推移している。市場の中心価格帯は、土地で１，５００万円前後、新築戸建住宅で２，５００万円～３，０００万円程度
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

不動産鑑定士氏名

大和不動産鑑定株式会社

石井 隆介



尼崎市南塚口町７丁目１２４番

低層住宅地

中規模一般住宅の中
に共同住宅等も見ら
れる住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 20 30 低層住宅地

-

１中専(70,200)
準防

尼崎市内の住宅地価格は、新型コロナウイルス感染症の影響は殆
ど見られず、大きな変動要因は見当たらない。

居住環境及び利便性は概ね良好程度で、一定の需要は存し、地価
はやや上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅を中心とする住宅地域であり、市場においては自己居住用不動産の取引が中心となるため比準価格の規
範性は高い。一方、周辺に賃貸マンションも見られるが、地主が遊休不動産を利用したものが多く、収益が地価を形成する
までには至っていないため収益価格は相対的に規範性が劣る。よって、比準価格を採用し、収益価格を参考程度とし、標準
地及び指定基準地の価格との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅を中心に共同住宅も見られる住宅地域として概ね成熟しており、今後も現状を維持して推移するものと予測
する。居住環境及び利便性は概ね良好で、地価はやや強含みと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 247,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

251,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 37

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+6.0

+14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅南西
1km

阪急塚口
1km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北、
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南塚口町７－２５－２０」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0 ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 210 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

250,000 円／㎡

170,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

295,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

118.4 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

249,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+6.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.9 ］

101.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 1日令和 4年 7月 1日

52,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 250,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

200,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市及びその周辺の住宅地域であるが、阪急神戸線沿線に広がる尼崎市北部の住宅地域が中心となる。需要
者は尼崎市内の居住者が多いが、周辺市域からの転入も見られる。居住環境及び利便性は概ね良好程度で、住宅地の需給は、
やや強含み程度である。土地については対象基準地と同様の規模で５０００万円程度であるが、近年では細分化した建売分
譲が多く見られる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　三ツ矢不動産鑑定

布谷嘉浩



尼崎市食満７丁目４２９番

低層住宅地

中規模一般住宅のほ
かにマンション等が
見られる住宅地域

13

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 25 30 50 低層住宅地

-

１中専(70,200)
準防

尼崎市の人口は下落傾向にあるが、高齢化率は上昇傾向にあ
る。また不動産市場は「資材価格上昇」等による先行き不透
明感がある。

中規模一般住宅等が建ち並ぶ既成住宅地域である。低迷して
いた需要はやや上昇傾向にあり、地価も上昇に転じた。

個別的要因の変動はない。

近隣地域は、中小規模の一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、自己利用目的の取引が中心となっている。一部共同住宅
も見られるが、最寄り駅まで遠く、賃貸需要も弱いため、経済合理的な経営が可能となる賃貸住宅の建設が困難と判断
されるため、収益還元法の適用は断念した。したがって本件においては、市場性を反映し、信頼性のある複数の取引事
例から求められた実証的な比準価格を標準とし、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅・マンション等が見られる住宅地域である。周辺地域では開発がやや活発化している。そのため地価も
下落傾向にあったが、上昇に転じた。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 153,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

155,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

+35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急園田駅北西
1.3km

阪急園田
1.3km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「食満７－２８－１２」

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

155,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

208,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

135.0 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

155,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

+35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

207,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

135.0 ］

101.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

31,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 155,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね阪急神戸線・ＪＲ沿線を中心とした尼崎市北東部及びその周辺の住宅地域である。需要者の中心は、
市内在住の一次取得者層である。旧来からの住宅地域であるが、住宅地開発がやや活発化している。最寄り駅への接近
性が劣るものの、需要はやや上昇傾向にある。土地は２，１００～２，５００万円程度、新築の戸建物件はエンドユー
ザー向けに規模を抑え、総額３，５００万円までが取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

尼崎（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

かりゆし不動産鑑定

竹之内　浩



尼崎市東園田町３丁目１４番１１外

戸建住宅地

戸建住宅を中心とす
る区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 0 65 55 戸建住宅地

-

２中専(70,200)
準防

尼崎市においては、地域によって差異はあるものの、住宅地の取
引価格は全般的には微増程度である。

区画整然とした住宅地域で、需要は比較的安定しており、地価は
若干の上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅を中心とした住宅地域で自用目的での取引が中心である。周辺部では共同住宅も存するが、基準地は１
００㎡程度の小規模画地であり、経済合理的な経営が可能な賃貸住宅を建築することが困難であるため収益還元法の適用を
断念した。一方、比準価格は最寄駅が同一の取引事例から試算しており、市場の実態を反映した価格として規範性が高い。
なお、当該基準地は指定基準地であり、代表標準地価格とも均衡している。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は戸建住宅を中心とする区画整然とした住宅地域で、今後も同様の住環境を維持するものと予測する。安定した需
要が見込まれる地域であり、地価については若干の上昇傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 207,000円／㎡

公示価格 208,000円／㎡

標準地番号 尼崎 1-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

209,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急園田駅北
1.1km

阪急園田
1.1km

(8)

北5.9m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
居住誘導区域内

(70,200)

特にない 基準方位　北、
５．９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

100

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0 ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 100 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

209,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

208,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0 +0.5％ ％

100 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 22日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 209,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

165,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸本線沿線の同市北部の住宅地域である。周辺市からの転入もあるが、尼崎市内居住者が需要者の中
心となる。最寄駅から距離があるものの、住環境が比較的良好な住宅地域であり、安定した需要が認められる。基準地と同
程度の規模の土地で２，１００万円程度であり、建売住宅で総額４，０００万円前後が需要の中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第2

業者名

不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所

土田正顕



尼崎市南武庫之荘４丁目１０６番

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 0 20 戸建住宅地

-

１低専(60,150)

市内人口は微減傾向にある。コロナ禍は、用途毎に地価の二極化
をもたらした。一定の選好性を保持する土地への影響は限定的で
ある。

地域要因に特段の変動は見られず、地価はやや上昇傾向で推移し
ている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、中規模の一般住宅が建ち並ぶ閑静な住宅地域であり、個人需要者による自用取引が中心である。よって、取引
の指標は収益性よりも居住快適性等が重視され、さらに行政的規制等により経済合理的な経営が可能となる賃貸住宅を建築
することが困難であることから、収益還元法の適用は断念した。以上より、現実の不動産取引市場を反映した実証的な価格
である比準価格を標準に、代表標準地価格との均衡に留意して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅を中心とする住宅地域であり、特段の地域変動要因はなく、今後も現状維持程度の推移と予測する。需給バ
ランスは安定しており、地価はやや上昇傾向にあると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 265,000円／㎡

公示価格 266,000円／㎡

標準地番号 尼崎 12-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

269,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅南西
800m

阪急武庫之荘
800m

(8)

南6m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南武庫之荘４－７－１１」

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

269,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

266,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.5 +1.1％ ％

100 ］

101.1［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 23日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

54,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 269,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

210,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内北部、阪急神戸線沿線徒歩圏の住宅地域である。需要者は、阪神間の通勤者を主とした中所得者層が中心
である。住宅選好性の比較的高い旧来からの住宅地域として、需給バランスは概ね良好である。需要の中心価格帯は、対象
基準地と同規模の土地で、５，５００万円前後、建物は注文住宅が多い。なお、細分化された土地で２，５００万円前後、
新築の建売住宅では４，５００万円前後と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

かもめの不動産鑑定株式会社

谷詰　岳史



尼崎市三反田町２丁目５１９番３０

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

19

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 40 15 25 戸建住宅地

-

１住居(70,200)
準防

まん延防止等重点措置等の影響で、取引件数や新設住宅着工戸数
が対前年比で大きく増減し、需給動向は複雑だが、取引価格は上
昇傾向。

地域要因に大きな変化は見られないが、周辺住宅地の地価動向の
影響も受け、地価は概ね上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅等も見られるが、画地規模が小さく経済合理的な賃貸経営が可能な建物の建築が困難であり、また、自己
使用の戸建住宅が主で、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益還元法は非適用とした。一方、利便性を重視
する住宅地域では主たる需要者は近隣の取引相場を指標に意思決定するのが通常であり、比準価格の規範性は高い。よって、
比準価格を標準に、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、まん延防止等重点措置等の影響による需給量の変化が見られるも、地域要因
に大きな変動はなく、今後とも同様の住環境を維持し、緩やかな上昇傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 165,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

166,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 16

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ立花駅東方
1km

ＪＲ立花
1km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「三反田町２－３－８」

②地積

（㎡）

168

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

166,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

183,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

106.9 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

167,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

188,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.1 ］

100.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 21日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

27,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 166,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ東海道本線沿線を中心とした、尼崎市中部の住宅地域である。需要者の中心は、概ね３０～４０代の１
次取得者層で尼崎市に地縁のある市内居住者である。生活利便施設が集積するＪＲ立花駅からやや距離があるが、中小規模
の比較的割安な価格帯の住宅供給があることから一定の需要が認められ、下記一般的要因の影響で地価はやや上昇傾向。中
古の戸建住宅で２，５００万円前後、新築の建売住宅で３，５００万円前後が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田　文



尼崎市東本町２丁目１０７番

戸建住宅地

一般住宅にアパート
、小工場等の混在す
る地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 20 30 戸建住宅地

-

準工(70,200)
準防

市内人口は微減傾向にある。コロナ禍は、用途毎に地価の二極化
をもたらした。一定の選好性を保持する土地への影響は限定的で
ある。

地域要因に特段の変動は見られず、地価は若干の上昇傾向で推移
している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、一般住宅のほか工場、作業所が存する住工混在地域であり、自用取引が中心である。取引市場においては、収
益性が取引の指標となっておらず、さらに対象基準地は規模が小さく、経済合理的な賃貸住宅の経営が困難と判断したため、
収益還元法の適用を断念した。以上より、現実の不動産取引市場を反映した実証的な価格である比準価格を標準に、地価公
示標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｓ２

旧来からの作業所等が多い住工混在地域であり、中長期的には住宅色を強めていくものと予測する。住宅選好性はやや劣る
ものの、駅徒歩圏であり一定の需要が認められることから、地価は若干の上昇傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

133,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 25

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+4.0

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神大物駅南
650m

阪神大物
650m

(8)

北6m市道

準工
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特記すべき事項はない。 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

115

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

134,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

158,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

117.5 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

133,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-5.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.4 ］

100.6［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 23日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

15,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 134,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市を中心とした阪神電鉄本線沿線徒歩圏の住宅地域である。圏内における国道４３号以南は、旧来から
の工場、作業所も多く混在しており、住宅選好性はやや劣る。一方、駅徒歩圏であり住宅地としては一定の需要が認められ、
コロナ禍が地価へ与える影響は限定的である。需要者は、阪神間の通勤者が中心であり、需要の中心価格帯は、対象基準地
と同規模の土地で１，５００万円程度、新築戸建総額で３，０００万円前後と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

16 兵庫県

所属分科会名

第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

かもめの不動産鑑定株式会社

谷詰　岳史



尼崎市昭和通２丁目８３番１９外

戸建住宅地

小規模一般住宅が密
集する住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 40 60 戸建住宅地

-

２住居(60,180)
準防

景気は、新型コロナで厳しい状況のなか持ち直しの動きがみられ、
尼崎市の地価は概ね横這いだが、一部上昇や若干の下落が認めら
れる。

周辺で高層マンション等、土地の高度利用が進展している。阪神
沿線の徒歩圏内にある住宅地需要は概ね堅調であり、地価は上昇
傾向。

個別的要因に変動はない。

　地域内には賃貸物件も見られるが、戸建住宅の利用が殆どを占める。更に、標準地の規模から共同住宅等の効率的な収益
利用は困難であり、経済合理性が認め難いため収益還元法の適用を断念した。
　従って、比準価格について再検討を行い、適切であることが確認されたので、指定基準地等との価格の均衡にも充分留意
のうえ、比準価格により鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

　小規模住宅が建ち並ぶ利便性の良好な住宅地域で、周辺で高層マンションの建設が進み土地の高度利用が進展しており、
地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 189,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

192,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 26

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-4.0

-21.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎駅北東
690m

阪神尼崎
690m

(8)

東4.5m市道

２住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,180)

特にない 基準方位　北、　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「昭和通２－６－７」

②地積

（㎡）

110

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0 ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 110 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

191,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.1％ ％

79.7 ］

100.6［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

192,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-4.0

-21.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

79.7 ］

100.6［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 3日令和 4年 7月 1日

21,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 191,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、尼崎市南東部の阪神電鉄沿線から徒歩圏域にある住宅地域である。需要者属性は、尼崎市内の居住者が殆
どを占める。小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、周辺部には共同住宅や公共施設等も多く、交通及び生活施設の利便性
は比較的良好である。周辺で高層マンションの建設が進み、土地の高度利用が進展している。中心となる価格帯は、新築建
売住宅の場合で３千万円～４千万円台が中心となる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

17 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第2

業者名

印不動産鑑定士氏名

富山不動産鑑定

富山　有治



尼崎市立花町２丁目１０４番１

戸建住宅地

一般住宅、マンショ
ン等が混在する既成
住宅地域

19

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 30 30 戸建住宅地

-

２中専(70,200)
準防

尼崎市の人口は若干の減少程度で維持している。地価は居住環境･
利便性の良好な地域でやや上昇しその他の地域では概ね横ばいで
ある。

最寄駅から徒歩圏の既成住宅地域であり地域要因に特段の変動は
ない。新型コロナの影響により市場に混乱が見られたが回復傾向
にある。

個別的要因に変動はない。

賃貸共同住宅等の収益物件も周辺に見られるが、自用目的の取引が中心である。また対象基準地は画地規模が小さいこと等
から経済合理的な賃貸住宅の建築は困難であるため、収益還元法の適用は断念した。よって、公示価格を規準とした価格及
び指定基準地からの検討を踏まえたうえで、信頼性・規範性の認められる取引事例より求めた比準価格を採用し、鑑定評価
額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅・共同住宅等が見られる駅徒歩圏の住宅地域であり、当面の間、現状のまま推移すると思われる。需要は底堅く、
地価はやや強含みにて推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 222,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

224,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 36

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ立花駅北東
440m

ＪＲ立花
440m

(8)

南6m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 基準方位　北　
６ｍ市道　　　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「立花町２－１１－２７」

②地積

（㎡）

166

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

225,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

202,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.4％ ％

93.1 ］

100.3［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

226,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

-12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

188,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

83.6 ］

100.5［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 23日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

37,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 225,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

180,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ東海道本線を中心とする住宅地域で、概ね尼崎市中部の圏域である。需要者の中心は、尼崎市居住者が
多くを占めるほか、阪神間の近隣市域からの流入も見られる。最寄駅から徒歩圏で商店街等も近く利便性は良好であり、居
住環境も比較的良好であることから、需要は堅調で地価はやや強含みである。土地は中規模の住宅用地で３５００万円～４
０００万円程度、小規模な新築建売住宅で３５００万円前後の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

18 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社夙川不動産鑑定

山本　考一



尼崎市東難波町３丁目１２４番外

戸建住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 15 15 低層住宅地

-

２中専(70,200)
準防

尼崎市においては、人口は微減傾向にあり、個人消費の持ち直し
の動きは鈍く、雇用・所得環境も厳しい状況が継続している。

最寄り駅からはやや離れているが、生活利便性の高い地域での需
要は比較的堅調で、地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺には賃貸アパート等の収益物件も見られるが、標準的な画地規模が小さいことなどから市場性のある共同住宅の想定が
困難であり、また経済合理的に戸建住宅の賃貸事業が成り立つ地域ではないため収益価格は試算しなかった。従って、代表
標準地との秤量的検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は一般住宅、共同住宅等が混在する住宅地域で、今後とも現状を維持するものと予測する。生活利便性の高い地域
であるため需要は概ね堅調であり、地価は上昇傾向で推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 188,000円／㎡

公示価格 188,000円／㎡

標準地番号 尼崎 31-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

189,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 31

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎駅北西
1.3km

阪神尼崎
1.3km

(8)

南6m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北、　　
　６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「東難波町３－６－２２」

②地積

（㎡）

112

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

189,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

188,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5 +0.5％ ％

100 ］

100.5［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

21,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 189,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

150,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ東海道本線・阪神本線沿線で、概ね尼崎市南部の住宅地域。需要者は尼崎市及び隣接市居住者が中心とな
っている。最寄り駅からはやや離れているが、生活利便性の高い地域であることから、需要は概ね堅調である。土地は１０
０㎡で２，０００万円前後、新築建売住宅は３，５００万円程度が取引の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 19－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

19 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

澤田不動産鑑定士事務所

澤田良一



尼崎市武庫町１丁目１３番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 20 40 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

尼崎市内では新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に落ち着き
を取り戻しているが、先行き不透明感が完全に払拭されたとは言
えない。

特筆すべき要因変化はない。

個別的要因の変動は特に認められない。

周辺には賃貸マンションも見られるが、近隣地域は自用の戸建住宅を中心とする住宅地域であり、価格形成においては収益
性ではなく居住の快適性や利便性が重視される。また、土地価格に見合った賃料が得られていないこと等により収益価格は
低く求められ、規範性は劣る。よって、現実の市場を反映し規範性の高い比準価格を重視し、収益価格を参考に留め、標準
地・指定基準地の価格との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

低層住宅地域としてほぼ成熟しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。地価は横ばいないしやや上昇傾向で推
移するものと予測するが、先行き不透明感を完全に払拭することはできない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 225,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

227,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-3.0

-13.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅西
1km

阪急武庫之荘
1km

(8)

西4.8m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
４．８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「武庫町１－２－６」

②地積

（㎡）

219

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

226,000 円／㎡

122,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

199,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.4％ ％

87.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

226,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

265,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

115.5 ］

101.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 18日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

49,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 226,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

180,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市の住宅地域であるが、阪急武庫之荘駅周辺に広がる住宅地域が中心となる。需要者は尼崎市に居住する
一次、二次取得者が中心であるが、他所からの転入も認められる。居住環境は概ね良好で住宅の需要は比較的多く、需給は
概ね安定しており、地価は横ばいないしやや上昇傾向で推移している。土地は、近年細分化の傾向が見られ、２千万円台前
半が需要の中心となっている。また、新築建売住宅は４０００千万円台が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 20－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

20 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社小林エステイト

長谷川大輔



尼崎市水堂町２丁目３４８番２

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
建ち並ぶ住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 20 60 戸建住宅地

-

２中専(70,180)
準防

尼崎市は、通勤利便性が概ね良好であるため、一次取得者層を中
心とした根強い需要がある。但し、建築費高騰等の影響が懸念さ
れる。

住環境面ではやや劣るが、一次取得者層を中心とした根強い住宅
需要があり、地価は若干の上昇を示している。

個別的要因に変動はない。

　基準地周辺には収益物件も散見されるが、古くからのアパートが中心であり、土地価格水準に見合う賃料水準は形成され
ておらず、また、基準地は画地規模が小さく経済合理性のある賃貸収益用物件の想定はできないので、収益還元法の適用は
断念した。したがって、本件においては、周辺の指定基準地等とのバランスを考慮の上、多数事例により求めた信頼性の高
い比準価格を標準にして鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

比較的利便性の高い住宅地域で、住環境面でやや劣るものの、地価水準が低位であるため、一次取得者層を中心とした底堅
い需要があり、地価は堅調である。但し、建築費高騰等が今後需要に影響を与えるものと推測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 158,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

159,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+5.0

-7.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ立花駅
北西 1km

ＪＲ立花
1km

(8)

西4.5m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,180)

特にない 基準方位　北、４
．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「水堂町２－２２－５」

②地積

（㎡）

82

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

160,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

160,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

100.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

160,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-2.0

-8.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

94.7 ］

100.6［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

13,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 160,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏はＪＲ東海道本線沿線を中心とする尼崎市中央西部の圏域で、需要者は尼崎市内の居住者が大半を占める。近
隣地域及びその周辺地域は利便性の高いエリアにあるが、小規模一般住宅が多い既成住宅地域にあり、尼崎市内住宅地域の
中でもやや選好が低い。但し、地価水準が低位であるため、一次取得者層等による根強い需要がある。中古住宅で１５００
万円前後、新築戸建住宅で３０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 21－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

21 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

印不動産鑑定士氏名

あすか総合事務所

廣嶋　琢也



尼崎市次屋２丁目３７番

戸建住宅地

小規模一般住宅が密
集する住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 10 50 戸建住宅地

-

１住居(70,180)
準防

まん延防止等重点措置等の影響で、取引件数や新設住宅着工戸数
が対前年比で大きく増減し、需給動向は複雑だが、取引価格は上
昇傾向。

まん延防止等重点措置等の影響による需給量の変化が見られるも、
地域要因に大きな変動はなく、地価は横ばい傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅等も見られるが、画地規模が小さく経済合理的な賃貸経営が可能な建物の建築が困難であり、また、自己
使用の戸建住宅が主で、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益還元法は非適用とした。一方、利便性を重視
する住宅地域では主たる需要者は近隣の取引相場を指標に意思決定するのが通常であり、比準価格の規範性は高い。よって、
比準価格を標準に、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

小規模一般住宅が密集する住宅地域であり、まん延防止等重点措置等の影響による需給量の変化が見られるも、地域要因に
大きな変動はなく、今後とも同様の住環境を維持し、地価は横ばい傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 183,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

182,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 19

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

-8.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ尼崎駅北東方
950m

ＪＲ尼崎
950m

(8)

南東4.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,180)

特にない。 基準方位　北
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「次屋２－２７－２１」

②地積

（㎡）

85

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 90  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

183,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

166,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

92.9 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

184,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-5.0

-16.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

155,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

83.8 ］

100.6［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 21日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

15,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 183,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

145,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ東海道本線及び阪神本線沿線で、尼崎市南部の小規模一般住宅を中心とした住宅地域である。需要者の
中心は、概ね３０～４０代の１次取得者層で尼崎市に地縁のある市内居住者のほか、県外からの需要も認められる。生活利
便施設が集積するＪＲ尼崎駅からやや遠いが、比較的割安な価格帯の住宅供給があることから一定の需要が認められ、地価
水準は横ばい傾向。土地で１，５００万円前後、新築の建売住宅で３，０００万円前後が需要の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 22－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －

基準地番号 提出先

22 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田　文



尼崎市塚口町１丁目１７番１外

中層店舗地

中低層の店舗等が建
ち並ぶ商業地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 30 0 50 中低層店舗地

-

近商(90,400)
準防

阪神間の商業地需要は回復傾向にあり、ターミナル駅周辺の商業
地はもとより、幹線道路沿い路線商業地の地価も上昇している。

駅南側さんさんタウンの建替え工事完了も間近で、駅周辺の地価
は上昇している。

個別的要因に変動はない。

中低層の店舗等が建ち並ぶ商業地域で、自己の事業用に土地が取引されることが多い地域である。比準価格は、同一需給圏
内の代替性の強い取引事例から求められており、実証的価格として信頼性が高い。一方、収益価格は土地価格に比べ地域の
賃料水準が十分でないためやや低位に試算されたものと判断する。よって、比準価格を重視し、収益価格を関連付け、さら
に周辺標準地及び指定基準地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ５

中低層の店舗等が建ち並ぶ駅前商業地域で、しばらく停滞気味であった商況もこのところ回復傾向にあり、地価は上昇して
いる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 478,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

494,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 7

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅北西
250m

阪急塚口
250m

(8)

北東9m市道､南側道

近商
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(100,400)

特にない ９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

785

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

513,000 円／㎡

388,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

388,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.1％ ％

82.8 ］

101.3［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+4.0

0.0

角地

台形

　補正

台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

491,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+5.0

-9.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

430,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

93.6 ］

102.8［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

387,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 493,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

390,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市をはじめとする阪神間の駅周辺の商業地域一帯である。需要者は地元に地縁牲を有する中小事業者のほ
か、広域に店舗展開する法人や、不動産業者等である。商況は完全にコロナ前には戻っていないものの、もともと人通りの
多い駅前商店街で店舗需要は強く、駅南再開発への期待もあって地価は上昇している。取引される規模によって総額が大き
く異なるため、需要の中心となる価格帯を把握することは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

森本不動産鑑定

森本光弘



尼崎市潮江１丁目８１４番外

高層店舗兼事務所地

高層店舗・事務所ビ
ルが建ち並ぶ商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 40 0 高層店舗兼事務所地

-

商業(100,500)
防火

地区計画等

尼崎市では、コロナ対策の減少及び諸物価高騰等の影響で、現在
も店舗・事業所の利益低迷等があり、賃借需要の減退が見受けら
れる。

一般的要因の影響はあるが、希少性の高い立地にあることから、
ウイズコロナの賃貸需要拡大を見込んで、地価は若干の上昇傾向
にある。

個別的要因に変動はない。

　基準地は駅近の商業地域に所在するが、その価格形成には商業地固有の要因と投資物件に対する購入需要等の動向が複合
的に影響を及ぼしている。収益価格は商業地固有の要因に符合する価格であるが、賃貸需要がやや低迷している上に、建築
費高騰の影響もあり比準価格と比較して低位となったものと考える。収益価格は土地の本来的価値を反映しているが、本件
では現下の社会経済状況を鑑みて、比準価格をより重視して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＳＲＣ１０

大規模商業施設等の集積が見られる商業地域で、今後も現状のまま推移するものと予測する。駅前の希少性の高い立地にあ
ることから、ウイズコロナの需要回復を見込んで地価は上昇傾向で推移するものと推定する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 698,000円／㎡

公示価格 705,000円／㎡

標準地番号 尼崎 13-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

715,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 13

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ尼崎駅
北西 270m

ＪＲ尼崎
270m

(8)

北27m市道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
地区計画等
(100,500)

特記すべき事項はない ２７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「潮江１－２－６」

②地積

（㎡）

3,975

( )

⑨法令上の規制等

2.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0  ｍ、　奥行　約 40.0  ｍ、　規模 4,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

731,000 円／㎡

589,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

705,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.4 +1.4％ ％

100 ］

101.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

2,840,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 715,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

560,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は阪神間の主要駅周辺の商業地域である。需要者の中心は資金調達力を有する法人投資家、全国規模で店舗展
開を行う企業等である。大規模開発がなされた駅前に位置しており、需要は底堅いものがある。コロナ禍の影響で全般的に
店舗・事業所の売上減少等が見られ、賃貸需要の減退があるが、希少性の高い立地にあることからウイズコロナの賃貸需要
拡大を見込んで地価は若干の上昇傾向にある。本件では市場の中心価格帯を見いだすことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

印不動産鑑定士氏名

あすか総合事務所

廣嶋　琢也



尼崎市杭瀬本町２丁目３９番１外

中低層店舗兼事務所地

中層の店舗兼事務所
、銀行等が建ち並ぶ
商業地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 0 30 中低層店舗兼事務所地

-

近商(100,300)
防火

利便性や繁華性が良好な駅前や主要幹線沿いの商業地域への需要
は堅調。それ以外のエリアでは需要は概ね横這い。

駅に近い路線商業地域であるが、杭瀬エリアの衰退の影響から、
地価は横這いで推移。

個別的要因に変動はない。

賃貸市場は成熟しているものの、取引市場では収益性を中心とした価格形成までは至っておらず、主な需要者は収益性に着
目しつつも需給動向や取引価格の水準を指標に価格決定している。したがって、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量
して、鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、下記標準地・指定基準地とは均衡を得ていると判断した。

［

［

店舗、事務所兼住宅
Ｓ３

国道沿いに中低層の店舗兼事務所、銀行等が建ち並ぶ商業地域で、当面、現状を大きく変えないものと予測する。杭瀬エリ
アの衰退の影響等から、地価水準は微増乃至横這い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 252,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

254,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 8

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-11.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神杭瀬駅北西方
250m

阪神杭瀬
250m

(8)

南28m国道

近商
(80,300)
防火

（その他）　　　　
(100,300)

特にない ２８ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「杭瀬本町２－１－７」

②地積

（㎡）

128

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

265,000 円／㎡

202,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

225,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

89.0 ］

100.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

252,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-3.0

+14.0

-6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

254,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

101.9 ］

101.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

32,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 252,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

200,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市のほか阪神間の路線商業地域及び駅周辺に位置する近隣商業地域である。需要者は自用または賃貸目的
の事業者や個人投資家等である。駅に近い国道沿いの路線商業地域であるが、当地域のある杭瀬エリアが衰退していること
等から需要は概ね横這い。取引が少ないうえ、取引価額も画地規模等により様々で、中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

竹内 雅司郎



尼崎市南武庫之荘１丁目１４５番

中層店舗兼共同住宅地

中層の店舗兼共同住
宅が建ち並ぶ駅前の
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 80 20 0 中層店舗兼共同住宅地

-

近商(90,300)
準防

尼崎市内における駅近等の商業地の需要は堅調であるが、新型
コロナウイルス感染症による地価への影響には今後も注視が必
要である。

背後に環境良好な住宅地域を擁する武庫之荘駅前の商業地域で、
人通りの回復や賃貸マンション需要に支えられ、地価は上昇傾
向にある。

個別的要因に変動はない。

中層の店舗兼共同住宅等が建ち並ぶ駅前の商業地域にあって、近隣地域内には賃貸物件も多く見受けられるが、土地価格
に見合った賃料水準や投資対象としての利回り等が十分に形成し得ていないため、収益価格はやや低位に試算された。よ
って、信頼性のある多数の取引事例を採用した実証的な比準価格を中心に、収益価格を関連付け、代表標準地の推移に留
意した結果、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼共同住宅
ＲＣ５

中層の店舗兼共同住宅等が建ち並ぶ駅前商業地域にあって、背後には良好な住宅地域を擁し、今後も現況の商的環境を維
持すると予測する。希少性の高い駅前通りに立地し、地価水準は今後上昇基調で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 430,000円／㎡

公示価格 436,000円／㎡

標準地番号 尼崎 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

442,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅南
80m

阪急武庫之荘
80m

(8)

北13m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
(90,300)

特にない １３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南武庫之荘１－１３－２５」

②地積

（㎡）

238

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

455,000 円／㎡

343,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

436,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.8 +1.4％ ％

100 ］

101.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

105,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 442,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

350,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市域を中心とした阪神間の商業地域である。背後には住環境の良好な住宅地域が形成された武庫之荘
駅前に立地しており、需要者の中心は、地元の不動産業者のほか、阪神間の法人や個人等様々である。人通りや繁華性が
回復傾向にあるほか、賃貸マンション需要にも支えられ、地価は概ね上昇傾向にある。需要の中心となる価格帯は規模等
の画地条件等により千差万別であり、把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所神戸支社

石川 太朗



尼崎市武庫川町３丁目３番

３階建程度の店舗兼住宅地

低層の小売店舗、飲
食店等が建ち並ぶ商
業地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 30 20 10 低層の店舗ないし店舗兼住宅地

-

近商(90,300)
準防

尼崎市内の人口は変動幅が小さく微減傾向で推移している。利便
性や汎用性の高い商業地に対する需要は安定している。

旧来の近隣商業地域であり、地域要因に大きな変動はない。繁華
性は減退傾向が見られるが、交通利便性は比較的良好である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は自用のほか賃貸用不動産も散見されるが、賃貸想定は投下資本に見合う収益性を満たしてい
るとは言い難く、収益価格は比準価格と比べて低位に求められ、その精度も劣る。比準価格は同一需給圏内で実際に売買さ
れた不動産の取引価格を基礎とし、市場性が反映された実証性の高い価格と判断する。したがって、比準価格を標準に収益
価格を比較考量し、標準地及び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

低層の小売店舗、飲食店等が建ち並ぶ商業地域であり、地域要因に大きな変動はなく現状を維持するものと予測する。地価
は微増傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 198,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

198,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+8.0

+12.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神武庫川駅南東方
250m

阪神武庫川
250m

(8)

北東9m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
(90,300)

特にない ９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

52

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

4.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 52  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

205,000 円／㎡

128,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

250,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

123.4 ］

100.8［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

199,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+8.0

+102.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

430,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

222.5 ］

102.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

10,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 199,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

160,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市を中心とする阪神間の商業地域である。需要者は地元の個人事業主や阪神間の事業法人が挙げられる。
類似地域内の需給動向は、やや減退傾向が見られる旧来の近隣商業地域であり、商圏は小規模で顧客は主に地元住民が中心
であるが、駅に近く交通利便性が良好なことから、一定の需要が認められる。中心価格帯は、画地規模や需要者の属性も様
々なため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



尼崎市長洲本通１丁目３５番１

店舗事務所付共同住宅地

中高層の事務所ビル
等が建ち並ぶ商業地
域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 0 0 0 店舗事務所付共同住宅地

-

対象基準地と同じ

景気は、新型コロナで厳しい状況のなか持ち直しの動きがみられ、
尼崎市の地価は概ね横這いだが、一部上昇や若干の下落が認めら
れる。

周辺で高層マンション等土地の高度利用が進展している。駅北の
大型商業施設の影響、最寄駅への利便性等を反映し地価は上昇し
ている。

個別的要因に変動はない。

市場性を反映した比準価格と賃料収入に基づく収益性を反映した収益価格を試算した。需要者は法人投資家等が中心で、収
益性を重視して取引を行う傾向が強い。また、実際の取引価格から求めた比準価格は需要者の行動原理を反映しており、収
益性を間接的に反映したものであり、規範性が高い。従って、両価格に同等の規範性を認め、両価格を関連付けて、代表標
準地を規準とした価格との均衡にも留意の上、鑑定評価額を決定した。

［

［

共同住宅・店舗
ＲＣ１１

中高層の店舗・事務所ビル等が建ち並ぶ駅前商業地で、今後も同様の環境で推移すると思われる。駅北側の発展を受けて、
地価も上昇して行くものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 550,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

564,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 13

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

+36.0

+4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ尼崎駅南
90m

ＪＲ尼崎
90m

(8)

北(駅前広場)
市道､東側道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない 駅前広場

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「長洲本通１－４－２」

②地積

（㎡）

683

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

23.0 ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 680 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

593,000 円／㎡

505,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

705,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.7％ ％

133.0 ］

101.4［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+5.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

564,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

+36.0

+4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

698,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

133.0 ］

102.4［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 3日令和 4年 7月 1日

386,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 565,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

310,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市及び周辺市の駅前の商業地域及び路線商業地域の圏域である。需要者は不動産業者等の法人投資家が中
心である。街並みが整備された駅北側に比べ駅南側は中小店舗が多い商業地である。駅北側の大型商業施設やマンション開
発の影響を受け、地価は上昇傾向にある。周辺での取引が少なく、中心となる規模や価格帯は見出し難い状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第2

業者名

印不動産鑑定士氏名

富山不動産鑑定

富山　有治



尼崎市立花町１丁目９５番５

低層店舗地

アーケード街に小売
店舗が連たんする駅
前商店街

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 15 20 20 低層店舗地

-

近商(90,400)
準防

主要駅周辺では事業用地や収益不動産への需要が根強く、地価は
堅調であるが、商圏の狭い商業地では横ばい乃至やや上昇傾向。

立花市場やコープ立花の建替えによる周辺環境の変化も期待され、
地価はやや上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

店舗等の賃貸市場は十分に成熟しているものの、同一需給圏では相場観を重視する市場参加者が支配的であり、収益性を中
心に意思決定するまでには至っていない。一方、比準価格は同一需給圏内から信頼性のある取引事例を収集して求められて
いる。よって、比準価格を標準とし、収益価格を関連付けて、規準価格、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記
のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｂ２

アーケード街小売店舗が連たんする駅前商店街であり、コロナ禍により商況は業種によって大きく異なる。立花市場やコー
プ立花の建替えによる周辺環境の変化も期待され、地価はやや上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 350,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

352,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-5.0

-25.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ立花駅北方
170m

ＪＲ立花
170m

(8)

西8m市道

近商
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特にない。 ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「立花町１－１５－３」

②地積

（㎡）

65

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

5.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 60  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

355,000 円／㎡

299,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

249,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.3％ ％

71.1 ］

100.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

349,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+5.0

+23.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

430,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

126.5 ］

102.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 21日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

22,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 351,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

280,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市内を中心とする阪神間の駅周辺に位置する商業地域である。需要者は、自ら物販、飲食、サービス等
の店舗を営む個人や法人の地元事業者を中心に、これらの事業者に賃貸することを目的とする収益用不動産の投資家等も考
えられる。近隣居住者や通勤者の日用買回り品等が中心の商店街であるが、背後に充実した商圏を有し、周辺の商業施設と
も共存して一定の繁華性を維持している。既存店舗で総額３，０００万円前後が取引の中心帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡田不動産鑑定

岡田　文



尼崎市塚口町４丁目２１番２

中低層の店舗・事務所兼共同住宅地

低層の店舗、事務所
が多い路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 140 30 中低層の店舗・事務所兼共同住宅地

-

準住居(70,200)
防火

尼崎市の人口は若干の減少程度で維持している。消費・投資等に
回復の兆しが見られ、商業地の地価はやや上昇傾向となっている。

店舗、事務所、住宅等が混在する路線商業地域で、地域要因に特
段の変動はない。新型コロナによる市場の混乱は回復傾向にある。

個別的要因の変動は特に認められない。

比較的賃貸市場の成熟した路線商業地域であるが、土地価格に見合う賃料水準までは形成されておらず、収益価格はやや低
位に試算された。また収益価格の試算に当たっては想定項目も多く、流動的な面を有する。よって、信頼性・規範性の認め
られる取引事例より求めた比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、公示価格を規準とした価格との検討を踏まえ、鑑定
評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

低層店舗、事務所のほか住宅等が混在する路線商業地域であり、当面の間、現状のまま推移すると思われる。地価は若干の
上昇程度で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 254,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

257,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

-9.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急塚口駅北西
780m

阪急塚口
780m

(8)

東18m県道

準住居
(60,200)
防火

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １８ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

267,000 円／㎡

201,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

249,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

97.4 ］

100.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 23日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

63,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 257,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市のほか阪神間の幹線道路沿いの商業地域等である。主な需要者は地元事業者・不動産会社、及び沿道
型店舗のチェーン展開事業者等である。繁華性の程度は普通程度であるが、最寄駅より徒歩圏であることから近隣商業的性
格も有し、賃貸住宅の需要も見込まれる。地価は若干の上昇傾向にて推移している。取引規模・価格水準は様々で中心価格
帯の把握は困難であるが、対象基準地と同程度の規模の土地で６０００万円～６５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社夙川不動産鑑定

山本　考一



尼崎市東難波町２丁目１６０番外

店舗地

幹線道路沿いに店舗
を中心に、一般住宅
等も見られる路線商
業地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 0 50 50 店舗地

-

２中専(70,200)
準防

尼崎市の商業地の地価は、概ね微増となっている。

大型店舗用地への需要は比較的堅調で希少性があり、近隣で総合
医療センターが建設されたこと等もあり、地価は底堅く推移して
いる。

個別的要因の変動は特にない。

対象基準地に対して予想される需要者は、低層店舗を建築して経営を行う店舗事業者や不動産業者等が中心で、これらの者
は不動産購入の意思決定に際し、収益性に着目しつつも、立地条件や同一需給圏内における類似不動産の取引価格及びその
動向等を十分に把握し検討するものと考える。このようなことから、調整に当たっては、比準価格を重視し、収益価格を関
連づけ、代表標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

当該地域は幹線道路沿いに一般住宅等も見られる路線商業地域で、今後も商業地域の環境を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 289,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

293,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+17.0

+29.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎駅北西
1.4km

阪神尼崎
1.4km

(8)

東20.5m県道､南側道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

近隣で兵庫県立尼崎総合医
療センターが建設された

２０．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「東難波町２－１４－７」

②地積

（㎡）

2,950

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

39.0 ｍ、　奥行　約 72.0  ｍ、　規模 2,950 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

304,000 円／㎡

251,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

436,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.4％ ％

155.2 ］

101.4［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

294,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+6.0

-14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

254,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.2 ］

101.2［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 22日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

864,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 293,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

220,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね尼崎市のほか周辺市等の路線商業地域。需要者の中心は、沿道型店舗事業者、同圏域に地縁性を持つ不動
産業者、投資法人等である。大型店舗用地への需要は比較的堅調で、希少性があり、地価は底堅く推移している。近隣地域
等では取引事例は少なく、さらに、取引価額は規模により様々であるため、中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 9－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第2

業者名

不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所

土田正顕



尼崎市西昆陽１丁目７１９番６

沿道施設用地

低層の店舗が建ち並
ぶ国道沿いの路線商
業地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 80 110 60 沿道施設用地

-

対象基準地と同じ

尼崎市の商業地の不動産市場は概ねコロナ前の状況に戻っており、
繁華性や収益性の高い地域を中心に上昇率が拡大している。

交通量の多い国道沿いで繁華性は概ね良好で、地価は若干の上昇
に転じている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は路線商業地域であり、収益物件も見られるが、土地価格に見合う賃料を得ることはやや困難である。また、収益
価格は想定的要素を含み、路線店舗は容積消化率が低いため収益価格は低位に求められる傾向がある。収益価格よりも現実
の市場における複数の取引事例から求められた比準価格がより規範性が高いと認められるため、比準価格を重視し、収益価
格を関連付け、標準地及び指定基準地の価格との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

店舗が建ち並ぶ路線商業地域として成熟しており、今後も現状のまま推移するものと予測する。交通量の多い国道沿いに存
するため繁華性は概ね良好で、地価は当面堅調に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 212,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

215,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+3.0

+4.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅北西
2.8km

阪急武庫之荘
2.8km

(8)

西30m国道

準住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 ３０ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西昆陽１－２７－１８」

②地積

（㎡）

803

( )

⑨法令上の規制等

3:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

223,000 円／㎡

155,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

240,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.9％ ％

111.3 ］

99.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

213,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+10.0

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

254,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

120.7 ］

101.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

172,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 214,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

170,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は尼崎市内の路線商業地域を中心として阪神間の路線商業地域全域にわたる。需要者は飲食業や小売業等、全国
にチェーン展開する法人が中心であるが、地元の法人も認められる。一時期低迷した不動産市場はコロナ前の状況に戻って
おり、交通量の多い国道沿いに存し繁華性は概ね良好であるため、地価は若干の上昇に転じている。事業用地の取引価格は
個別的要因により様々であるため、需要の中心となる価格帯を一様に指摘するのは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 10－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

小杉不動産鑑定士事務所

小杉正樹



尼崎市神田中通３丁目３１番２

低層店舗地

小売店舗、飲食店等
が建ち並ぶ商業地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 10 35 25 低層店舗地

-

商業(90,330)
準防

尼崎市においては、人口は微減傾向にあり、個人消費の持ち直し
の動きは鈍く、雇用・所得環境も厳しい状況が継続している。

一般的要因の影響を受けつつも、アーケード街の中でも立地条件
に優る地域であるため需要は底堅く、地価は横ばい傾向にある。

個別的要因に変動はない。

賃貸用店舗等の収益物件も一部混在しているが、自己使用目的の取引が中心となっており、アーケード街であるため中層階
以上の賃貸需要が極めて弱いこと等を反映した想定建物による収益価格はやや低位に試算された。想定される市場参加者は
現実の取引価格を指標として意思決定を行う傾向が強いため、比準価格を重視し、収益価格を比較考量して、標準地及び指
定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

当該地域は小売店舗、飲食店舗等を中心とするアーケード街で、今後とも現状を維持するものと予測する。最寄り駅から近
く、繁華性も高いため需要は比較的堅調で、地価は横ばい傾向で推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 455,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

452,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

+2.0

-15.0

+11.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎駅北西
350m

阪神尼崎
350m

(8)

南5.5m市道

商業
(80,600)
準防

（その他）　　　　
(90,330)

特にない ５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

154

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

474,000 円／㎡

330,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

468,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

103.9 ］

100.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

452,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+10.0

+1.0

+33.0

+7.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

698,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

158.1 ］

102.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

70,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 455,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

360,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね尼崎市内の商業地域。需要者の中心は地元の小売・飲食業を営む個人又は法人である。当市随一のアーケ
ード街であり、新型コロナウイルス感染症による顧客への影響が懸念されるが、駅にも近く繁華性が高いため需要は底堅い。
立地条件に優る商業地の取引件数は少なく、取引される価格帯も規模、取引事情等によりまちまちであり、需要の中心とな
る価格帯は見いだせない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 11－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

澤田不動産鑑定士事務所

澤田良一



尼崎市南武庫之荘３丁目１３１番外

中低層店舗兼共同住宅地

店舗を中心に共同住
宅等が混在する路線
商業地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 60 50 中低層店舗兼共同住宅地

-

準住居(70,200)
防火

コロナによる商況への影響は薄れつつあり、立地条件に恵まれた
商業地取引は、少ない供給量から堅調に推移している。

地域要因に大きな変化は認められない。山手幹線沿いで、コンビ
ニ等の店舗とマンションが混在している。地価は底堅い。

個別的要因に変動はない。

山手幹線沿いの路線商業地で、賃貸用不動産が見られるものの、自用目的の取引が多いエリアである。比準価格は、不動産
の市場性に着目した実証的な価格で、阪神間の商業地事例を用いて試算を行った。収益価格は、理論的な価格であるが、想
定事項や土地価格に見合う賃貸市場が形成されていない等の理由で、やや低位に算出された。本件では、比準価格を標準に、
収益価格を比較考量し、類似標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

山手幹線沿いに中低層の店舗やマンション等が建ち並ぶ路線商業地域である。地域要因については特筆すべき事項は見られ
ず、今後も現状維持で推移すると判断される。コロナの影響も落ち着き、地価は微増傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 258,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

259,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+5.0

-8.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急武庫之荘駅南東
1km

阪急武庫之荘
1km

(8)

南27m市道､背面道

準住居
(60,200)
防火

（その他）　　　　
(80,200)

特にない 南２７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南武庫之荘３－１５－１１」

②地積

（㎡）

1,171

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

22.0 ｍ、　奥行　約 50.0  ｍ、　規模 1,100 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

271,000 円／㎡

190,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

249,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

100.3 ］

100.4［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+4.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

262,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+4.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

254,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

101.9 ］

101.2［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

306,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 261,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市を中心に阪神間に広がる路線商業地域一帯である。需要者は、自己利用目的の中小事業者、全国で店
舗展開を行う大手法人、不動産業者等が想定される。背後住宅地の良好な住環境から山手幹線沿いには、店舗等の利用形態
のみならず、マンション等の立地も多く見受けられ、需要は底堅い。需要の中心となる価格帯については、画地規模等によ
ってばらつきがあり、また取引される業種・業態によっても異なるため、把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 12－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －5

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

御影不動産鑑定

米虫 淳子



尼崎市中浜町２４番外

大規模工場地

規模の大きい工場、
倉庫等が主体の工業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 70 160 180 大規模工場地

-

工専(60,200)

工業地については需要が強い一方、売り物件が少ない状況が続い
ている。臨海部等では物流施設や工場への活発な投資が続いてい
る。

臨海部の大規模な工業地域で、旺盛な需要がある一方、売り物件
は少なく、市況はタイトであること等から、地価は上昇傾向にあ
る。

個別的要因に変動はない。

後記３、（３）記載理由により収益価格は試算していない。取引市場では、取引価格の水準を指標に需給動向等も勘案して
価格決定されることが一般的と認められる。したがって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、下記
標準地とは均衡を得ていると判断した。

［

［

工場

規模の大きい工場、倉庫等が主体の工業地域であり、当面、現状を大きく変えないものと予測する。需要が強い一方、売物
件が少ない状況にあることから、地価水準は上昇傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 80,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

88,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 5

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+7.0

+40.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神尼崎センタープー
ル前駅南方
1.6km

阪神尼崎センタープール
前
1.6km

(8)

南11m市道

工専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

21,638

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

140.0  ｍ、　奥行　約 150.0  ｍ、　規模 21,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

88,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

132,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+10.0％ ％

152.8 ］

104.2［ ］ 98.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

-1.0

-1.0

不整形

線下地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 15日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

1,900,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 88,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は阪神間臨海部を中心に内陸部を含む工業地域で、広域に及ぶ。需要者の中心は製造業者や物流事業者等の法人
である。大阪都心部や高速道路ＩＣ等への接近性が良好な立地条件を備えていることやＥＣ市場の拡大による流通業務地に
対する活発な投資の影響から需要は堅調で、さらに売り物件の少なさもあって市況は非常にタイトである。取引が少ないう
え、取引価額は画地規模等により様々であり、中心となる価格帯は見い出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

竹内 雅司郎



尼崎市西高洲町１６番４５

中小規模の工場地

中小規模の工場に倉
庫等も見られる工業
地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 90 50 60 中小規模の工場地

-

工専(60,200)

旺盛な物流需要や売物件不足により尼崎市内工業地の需要が高
まっている。新型コロナウイルス感染症による影響は特に見ら
れない。

阪神高速最寄ＩＣ背後の尼崎市臨海工業地域にあって、良好な
交通利便性を反映して需要が高まっており、地価は上昇基調に
ある。

個別的要因に変動はない。

中小規模の工場に倉庫等も見られる工業地域にあって、自用目的での取引が中心であり、貸し工場等の収益物件は少なく、
賃貸市場が成熟していないことから、収益還元法の適用は断念した。よって、広域的に多数の規範性のある工業地の取引
事例を収集のうえ選択し得た実証的な比準価格を標準として、地価公示標準地や指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価
額を上記の通り決定した。

［

［

倉庫兼事務所
Ｓ２

中小規模の工場に倉庫等も見られる工業地域に存し、当面は現状を維持すると予測する。臨海部の工業地は、売物件不足
や旺盛な物流施設需要も相俟って需要が高まっており、地価は今後も上昇基調で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 110,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

119,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 7

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-23.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神出屋敷駅南
1.1km

阪神出屋敷
1.1km

(8)

南西9m市道

工専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ９．０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,499

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

38.5  ｍ、　奥行　約 38.5  ｍ、　規模 1,500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

120,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

88,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+9.1％ ％

74.7 ］

103.0［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

120,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

尼崎（県） -9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-23.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

80,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

74.7 ］

110.0［ ］ 100［ ］

98.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

180,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 120,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

90,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね尼崎市を中心とする阪神間における工業地域である。主な需要者の中心は、最終消費地への接近性な
どを重視する全国及び地場の製造業者や物流業者等である。阪神高速神戸線及び湾岸線の最寄ＩＣ背後に位置し、大阪や
三宮等の消費地等へのアクセスにも優れていることから、旺盛な物流用地需要や売物件不足も相俟って地価は上昇傾向に
ある。需要の中心価格帯は規模などの画地条件等により大きく異なるため、把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 2－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －9

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社谷澤総合鑑定所神戸支社

石川 太朗



尼崎市次屋３丁目９４番

工場等の敷地

中小規模の工場、住
宅等が混在する工業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 30 70 30 工場等の敷地

-

対象基準地と同じ

尼崎市では設備投資の回復から工場の需要が堅調であり、地価は
上昇傾向である。

古くからの中小工場を中心に住宅が混在する地域であり、地域要
因に特段の大きな変化はない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及びその周辺地域の賃貸市場は未成熟で、投下資本及び土地価格に見合った賃料の獲得が困難である。また、工場
の賃貸借は事業内容等による個別性が強く、収益価格には想定要素を含んでいる。一方、実際の類似の取引事例から求めた
比準価格は、市場性を反映しており、その規範性は高い。よって、本件では、比準価格を採用し、収益価格は参考に留め、
公示価格を規準とした価格も検討し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

工場兼倉庫
Ｓ２

中規模工場を中心に、住宅が介在する住工混在地域である。地域内においては特段の変動要因がないことから、当分は現状
を維持すると予測するが地価は上昇している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 146,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

152,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

尼崎 10

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急園田駅南西
1.9km

阪急園田
1.9km

(8)

南8m市道

準工
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

特記すべき事項はない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「次屋３－１１－３６」

②地積

（㎡）

1,061

( )

⑨法令上の規制等

台形
3:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

60.0 ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 1,000 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

152,000 円／㎡

132,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

146,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.1％ ％

96.0 ］

103.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 3日令和 4年 7月 1日

161,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 152,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

115,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、尼崎市を中心とする阪神間の内陸部に位置する工業地域である。需要者の中心は、阪神間の製造業者等の事
業者である。尼崎市内の工業地域は、設備投資の回復により、規模・立地等の条件が優れた工場地を中心に需要が安定的で
ある。工場地の取引は、業種、規模、立地等により異なるため、市場の中心価格帯を見出すことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

尼崎（県） 3－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

尼崎（県） －9

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第2

業者名

印不動産鑑定士氏名

富山不動産鑑定

富山　有治


